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[Ⅰ] 本論の意図
民主主義とは１国の ｢公的な設計と運行｣ のすべてに, 市民が選好を表明し, かつその
表明が実現される政治制度である｡ 制度である以上それは, すべての構築物がそうである
ように, 根底が目的に相応しく組立てられ, 根元から派生した枝の部分が, 本来目的を達
成できる機構としてくりひろげられる｡ 本論は, この視点に立って, デモクラシーへの政
治選択が為された場合には, その応用乃至部分機構として財政制度の設計は合目的的に制




本論文の図表については, J.M. ブキャナンの論文 ‶国と分権自治の財政制度 (フェデ
ラル・システム) の下で, 誰が, 何を分配すべきか" [文献] のアイデアに大いに依存





















済に求めることが許される (むしろ強要される)｡ 個人は所有資源を合理的に使用し, 彼
らの効用を最大にする｡ 大多数の個人は, 与えられた時点で, 稼得所得の水準を最高にす
るような産業に就業することを目指す｡ 彼らは同時に稼得を継続させるための居住地の選
択を行なわねばならない｡ 居住地の選択が行なわれると, 個人は市民として当該地の地方





















第Ⅰ図のア○曲線は, ある経済社会に, 所与の人口があり, 所与の技術水準と蓄積された
資本ストックがあり, 国を通じて市場経済が展開されている場合に, 各個人がどの産業で
稼得し, 消費活動を行って, どれほどの効用水準を得るかを示す｡ 産業群を単純化して,
金融・証券・近代型製造業・大型商業・ホテル及びレジャー産業等を ｢都市型産業｣ と呼
び, 第一次産業等を ｢田園型産業｣ と呼び二つのタイプに分ける｡ 前者をＡ型産業とし,
Ａ型産業で稼得し消費を行う個人をＡ型個人とする｡ 後者をＢ型産業とし, Ｂ型産業で稼
得・消費活動を行う個人をＢ型個人とする｡ そして, また単純化のために, 個人の選好は
稼得業種についても異なっており, その選好に応じて個人は各産業で稼得・消費するもの
とする｡ 産業のうち, 最も都会的と目される産業で稼得し, 消費する個人が得る効用水準
を縦軸で測る｡ これに対して, 最も田園的と目される産業で稼得し消費して得られる当該
選好を持つ個人の効用水準を横軸で測る｡ 換言すれば, この社会の各個人群の選好類形は


















を加えた ｢純住民余剰｣ を最大にするような自治体を選択するであろう｡ ここでいう財政
取引には次の条件がつけられなければならない｡
第一は, 地方税の税目及び税率を自治体が決定できるということである｡ 戦後の日本の
例を引くと, 昭和25年の ｢シャウプ税制勧告｣ は, そのような地方税自主性のシンボルと
して住民税率に５本のオプションを設け, 自治体がその中から自主的に選択する制度を勧
告した｡ (この制度は, 短期間実施されたが, 昭和27年占領終結とともに消滅した)｡
第二は, 地方団体の財政収入に中央政府からの補助金が入ってはならないということで
ある｡ 中央政府の補助金やいわゆる国庫支出金は, 中央政府の意思決定が官僚制度主導で
ある場合には, 住民選好とは無関係に導入されやすい｡ それゆえに, デモクラシー財政制
度という本来の資格を失う｡ 再び日本の例を引けば, ｢シャウプ勧告｣ は, 補助金制度は
事業の責任が国にあるのか, 地方団体にあるのかあいまいにするから好ましくないとして
その廃止を要求した｡








市民の選択である｡ Ａ－Ａの ｢距離｣ とＢ－Ｂの ｢距離｣ が市場経済に於て得ている効用
への居住自治体選択による追加効用を示している｡






人権と私有財産を守り, 経済取引を円滑ならしめる法制, 司法, 警察の制度が先づ要求さ
れるだろう｡ 次いで, 義務教育, 老令・心身弱者・すべての国民向けの社会保険, 老令年
金等の社会保障制度が要求されるだろう｡ 更に, 国土の全地域を貫通する租税収入による
主要道路の建設, 国土の自然大災害を予防する護海岸工事・大河の整備管理・治山工事も








することは, どの団体の住民からも拒否され実行は不可能である｡ また, 地方自治の財政
運営の下では, 各自治体の財政支出・税目・税率は多様である｡ そうであれば, 国会代議

























事例, よくテレビでみることであるが, 国会の予算委員会等で, 野党の質問に首相も
担当閣僚も答えられず, 担当省の局長が法案の趣旨やデータ等を答えている｡ 自分が作っ
た政策なら明白に答えられる筈であろう｡
事例, ２年位前までは, ｢政府税制調査会｣ というものがあり, それは大蔵省 (現財
務省) 主税局と自治省 (現総務省) 税務局のメンバーと, 民間委員の合同会議であった｡








れミノだと言ってはばからなかった｡ 各省は, そういうかくれミノを利用して, 自己の政
策の妥当性や客観性を言明しなければならない理由があるのだろう｡
事例, 私が若年の頃, 地方行政の調査グループの末端に加わって幾つかの県の実態調
査にでかけた｡ 会後, 夕食を兼ねたこん親会が設けられた｡ 県側には, 中央省から出向し
た若い課長がいた｡ 彼は県の生え抜きの年配の課員をアゴで指図していた｡ 私は不快感に
おそわれた｡






























(Ⅰ) このデモクラシーの政治において, 日本の市民は, 国の立法府の代議員と, 都道
府県及び市町村の首長と議会の代議員を選挙によって選出した｡ 議員グループの多数派は
選挙公約を政策として実現させるために常置のエイジェント (行政執行機関) に命じて意
の如く動くことを要求した｡ しかし, 事態はそのように進まなかった｡ むしろ逆であった｡

















資であった｡ 歴代政府－官僚の結合の結果は, 治山・治水, 道路, 港湾, 空港, 農村等々
の長期整備計画を生んだ｡ 政府の会計の外側に, 政府金融機関が作られた｡
(Ⅳ) 各々の長期整備計画は, 担当各省庁が中心になって作成された｡ これら各省の予


















た｡ 第二は, 稼得期間に居住する住宅地, 即ち居住する市町村の選択である｡ 上でみたよ
うに, 居住市町村の間で地方税負担率に相違はなかった｡ 市町村が提供する公共サービス
についても統一されて, 市町村の間に差はなかった｡ そうであれば市民の望ましい居住地
は, 稼得産業の所在地である大・中都市の内部か, それに直近の市町村である｡ 一定の宅
地・住宅供給に対して需要が大であるから, 居住地は都市を中心にした円のように, 住宅






空間, 騒音, 近辺の混雑, そして空気の汚染に耐えなければならなかった｡ 近隣との人間





の地域では, 地方行政担当側も, 地縁産業も, その地に残った市民も, その地域が整備計
画に含まれることを望んだ｡ これらの国への要望を直接国に伝える役割をその地域選出の
代議士が荷なった｡ 代議士にとってはその任務の遂行は選挙での当選, 再選を保証するも

















宜しく各種政党の外に立ち, 公正の方向をとり……｣ [文献 17頁]｡ この言葉はいうま
でもなく, 国家の支柱であり国家を担当する中心勢力たるべきものは官僚でなければなら
ない｡ 従って, 人民に対してある程度の政治への参与を認めるとしても, それはあくまで
国家本位すなわち官僚中心のものでなければならないというものである [文献 17頁]｡
山縣は同じ演説の他の部分で, 市町村制が何故急いで制定されねばならないかについて
次の如く述べた｡ ｢本案は最も国会開設準備に関係あり｡ 又條約改正にも要用なり｡ 本制
にして整然行はるるに非ざれば, 施政上百般の事皆緒に就かざる可し｡ 本案を発するの時
期既に晩れたり｡ 所謂日暮て道遠し｡ 今日の政府にして三年鳴かず飛ばず, 居然, 安間,
消光せらる可きか｡ 本案の如きは急務中の最も急務なり｡ 是れ之を察せず, 五六年間にす
るも可なりとは方今の地方情態に照し, 本官は殆ど涙出んとす｣ [文献 12頁]｡
後の山縣演説について, 戦後の行政学者は次の如く解している｡ 即ち, ｢山縣の地方自






















国の財政を新聞や TV で読み見ているうちに, 国の政策の課題は, 戦後復興をなし遂




即ち, 国の租税収入及び国債発行による収入は, 国が直接実施する工事だけでなく, 各担
当省から提供される補助金と, 交付税の財源でもある｡ 他方で, 地方団体の地方税収入と
国庫からの補助金と交付税交付金の合計が, 民生用の行政を律する国の個別行政法に合致
する民生支出, 補助事業向けの支出, 地方団体の投資支出の合計に, 全地方団体を通じて
等しくなっている｡
換言すれば, 中央財政と地方財政は, 一体として運行される財政総体の２輪として計画
され, 運行される｡ それに加えて, 地方財政総体が担当する１輪は3000の地方団体が分担
している｡ 3000が１体となって１輪となるためには, 3000個体がマクロ的に政府の計画に
整合していなければならない｡ このようにして, この制度を採用するこの国では, 地方行・
財政を担当する省が中央政府に設置され, 地方財政はマクロ地方財政として管理される｡
このようにみると, 第２図ではア○の上にはイ○曲線を省略して, ア○とウ○線の２本の線で事






民が国税として支払う純納付額] である｡ このうち [交付税と………純納付額] の中がマ
イナスである地方団体はコストが低く, プラスであればコストが高い｡ 換言すれば富裕な
地方団体ではコストが高く, 貧しい地方団体ではコストが低い｡ 他方で地方団体が提供す
る公共サービスは, 国のプランに基づいていたり, 民生用でも全国画一的であって, 住民
の特有する選好が十分に反映されていない｡ 第２図では, 後者を強調して, (ア) 曲線と
(イ) 曲線の間の ｢距離｣ を比較的に短く画いている｡
例えば, ア○曲線上のＢ点に到達した市民は, Ｂ型を田園産業型と想定したから, 地方公
共サービスが交付税の交付を受けるためコストが低いイ○曲線上のＢ点を選択するだろう｡
次にウ○曲線に移る｡ 例えば市民Ｂは国家財政に対して特有の要望をする｡ 国家財政に於










なる｡ 彼はＢ省 (乃至Ｂ政策) の族議員となるだろう｡ Ｂ省にとっても, その権限を入手
或いは拡大できる機会としてこの族議員を優遇するはずである｡ Ｂ型代議士 (群) は, 国
会内の多数派形成のために, Ｃ, Ｄ, Ｅ型代議士とログローリングを行なうであろう｡
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の二つは, いかなる政治体制の下でも存在した｡ 二つ必要ということは, 一つでは真のデ
モクラシーにならないということである｡ 国民がデモクラシーの入口に登場する場面は二
つあり, その入口のうしろに, デモクラシーの国の政治と地方の政治が実現を待っている｡
一つの入口で, 国民は国会の代議士を選択する｡ もう一つの入口では国民は地方団体の首
長と地方議会の議員を選択する｡ これらの入口の奥まで国民の選好が通ることをデモクラ
シーは必要とする｡ たとえば国の入口からの国民の選好が, 官僚制度の壁に突き当れば,
それで終りである｡ 官僚制度がもう１つの入口で壁を作っておればそれだけで終りである｡
故にデモクラシー体制は, １つの体系としてのみ存在する所以を本論は論じた｡
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